
「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

２　地域子ども・子育て支援事業

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

利用者支援事業
[特定型]

保育課 未就学児童

子どもや保護者が、幼
稚園・保育所での教
育・保育や、一時預か
り等の中から適切なも
のを選択し円滑に利用
できるよう、個々の
ニーズを把握し情報提
供や相談を含めた支援
を行う事業

1 0

引き続き保育所等入所相談支
援員（２名）を配置し、窓
口・電話での保育相談に対応
している。
新規施設の開設を進めていく
中、潜在的保育希望者の相
談・問合せが増えており、引
き続き相談支援の質の向上が
必要である。

1 0

引き続き保育所等入所相談支
援員（２名）を配置し、窓
口・電話での保育相談に対応
している。
平成30年4月入所の申請件数
は936件と、前年の1,015件を
下回ってはいるが、依然とし
て保育希望者からの相談・問
合せは多い。ニーズに合わせ
た保育サービスの情報提供
や、関係機関との連携を行う
ため、引き続き相談支援の質
の向上が必要である。

1 1 1 1 1

多様化する保育ニーズに対応し、様々な保育サービ
ス、子育て支援等に関する情報提供や相談等を行うた
め、保育所申請窓口に保育所等入所相談支援員を配置
し、平成26年度から実施をしています。利用者支援事
業に含まれる地域連携機能については、子ども家庭支
援センターにおいて子どもと家庭に関するあらゆる相
談に応じるとともに、子育てに関する情報提供や関係
機関との連携、調整を行っています。利用者支援事業
については、今後も引き続き、保育所等入所相談支援
員により、主に教育・保育サービスに関する利用者支
援の窓口として実施していきます。また、相談の中で
把握された育児、発達等の支援を必要とする家庭に対
しては、各機関へのガイド役として相談に応じていき
ます。

利用者支援事業
[母子保健型]

健康課 妊婦

妊婦の健康の保持・増
進のほか、出産・子育
てに対する不安の軽減
を図ることで、安心し
て出産を迎えられるよ
うに、全ての妊婦に対
し面談を行い、必要に
応じて情報提供や相談
を含めた支援を行う事
業

1 0

平成29年6月より事業開始。
対象者には妊娠届の母子バッ
ク・市報・メールなどを活用
し関係機関へも幅広く周知し
た。初年度は原則予約制とし
面接相談率は約7割であっ
た。個別に丁寧な対応を行う
ことで早期に問題把握・専門
相談につながっている。今後
の課題は電話勧奨や文書送付
も実施し全数面談を目指す。

1 1 1

妊娠届提出時に配布している母子バック等で面接を周
知し、予約制にて保健センター等で面接を実施しま
す。
また、来所して面談することが困難な妊婦には、電話
や訪問による相談支援を行います。
妊娠期から、保健師等の専門職が関わることにより、
妊婦の健康の保持・増進や育児に関する不安の軽減を
図るとともに、母子保健サービスの選定や各種情報提
供を行います。また、必要に応じて支援プランを作成
し、関係機関と協力して定期的な支援を行うことで、
全ての妊婦が安心して妊娠期を過ごすことができるよ
う支援します。

604 604 972 1,116 1,116

691 63

公立保育園５園、私立保育園
１４園で１８時以降の延長保
育を実施した。 645 △ 327

公立保育園５園、私立保育園
等１７園で１８時以降の延長
保育を実施した。 556 628 972 1,116 1,116

確保の方針

認可保育所全園で延長保育を実施しており、保育所在
園児の18時以降の保育ニーズに対応しています。延長
時間は、公立保育所は19時まで、私立保育所は各園に
より19時から20時の間で時間が異なります。既設の保
育施設において継続的な実施体制の維持を図るととも
に、新規に設置される施設と連携しながら、事業を実
施していきます。また、保護者の就労状況等を踏まえ
ながら、19時以降の延長についても検討していきま
す。

量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

2

実施予定か所数（か
所）

確保の内容（人）

量の見込み（人）

確保の内容
（実施か所）

1

担当課 事業の内容

未就学児童保育課
延長保育事業（時
間外保育）

保育所在園児を対象
に、保護者の就労等の
事情により、通常保育
時間を超えて保育を実
施する事業

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

1



「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

確保の方針
量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

担当課 事業の内容

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

994 1,008 1,205 1,245 1,282

【低学年】量の
見込み

740 764 955 990 1,017

【高学年】量の
見込み

254 244 250 255 265

810 0

本市では入所受付期間内の申
請は入所要件を満たす限り、
全員の入所を承認しており、
平成28年4月1日現在の入所児
童数は922人であった。
入所希望児童の増加が見込ま
れたほんちょう学童保育所に
ついては、本町小学校の余裕
教室を借用した暫定的な運営
を行うなど、保育スペースの
確保に努めた。

810 0

本市では入所受付期間内の申
請は入所要件を満たす限り、
全員の入所を承認しており、
平成29年4月1日現在の入所児
童数は972人であった。
近年入所希望者が増加してい
るほんちょう学童保育所につ
いては、児童館の一部を施設
改修し育成室として併用利用
する暫定的な運営を開始し
た。また、みどり学童保育所
については、児童館の一部を
一時的に借用し保育場所とし
て活用するなど、保育スペー
スの確保に努めた。

790 810 810 810 810

放課後子ども総合
プラン事業

生涯学習
課

就学児童

次代を担う人材を育成
するため、全ての就学
児童が放課後を安心・
安全に過ごし、多様な
経験・活動ができるよ
う、放課後子ども教室
と学童保育所が連携
し、総合的な放課後対
策に取り組む事業

・放課後子どもプラン運営委
員会、校長会、学童主任会議
で、放課後子ども総合プラン
協議会設置要綱案、スケ
ジュール案について説明、調
整
・先行４小学校で、放課後子
ども総合プラン協議会設置の
説明、依頼、実施の調整。
・放課後子どもプラン運営委
員会にて、先行４校の承認、
協議会進捗状況等説明
・放課後子どもプラン運営委
員会にて、小金井市放課後子
ども総合プラン協議会設置要
綱の承認。
・本町小学校にて、学校・学
童・放課後子ども教室関係者
による会議を実施。放課後子
どもプラン運営委員会で報
告。
・総合教育会議にて、放課後
子ども総合プランの制度、方
針、目標、協議会等について
説明。

一体型放課後子ども教室の共通プログラムの企画段階
から、学童保育所の指導員と放課後子ども教室のコー
ディネーターが連携して内容等を検討できるよう、小
学校区毎に「放課後子どもプラン協議会」を設けま
す。連携型の共通プログラムを実施する場合は、プロ
グラム終了後に安全に児童が移動できるよう、両事業
者の連絡、情報交換を密にします。放課後子どもプラ
ン運営委員会や小学校区毎の協議会において、学校施
設の活用状況等を定期的に協議し、使用計画を策定し
ます。放課後子どもプランの担当者が個別に各小学校
を訪問し、学校関係者と話し合う機会を持ち、放課後
子どもプランの必要性、意義等について説明を行い、
理解を促します。一体型放課後子ども教室実施にあ
たっては、特別教室、体育館、校庭、図書室等学校施
設の一時利用を促進します。放課後子ども教室の実施
にあたる責任体制を明確化していきます。総合教育会
議では、総合的な放課後対策について協議をします。

平成３１年までに一体型
を６か所、連携型を３か
所整備する。

放課後児童健全育
成事業（学童保
育）

児童青少
年課

就学児童

保護者が就労等により
昼間家庭にいない小学
校就学児童に対し、授
業の終了後等に適切な
遊びや生活の場を与え
て、児童の健全育成を
図る事業

小金井市では、学童保育所を小学校区ごとに設置して
います。これまでの間、大規模化への対応、設備の更
新を図るため、計画的に建替え工事を実施し、入所希
望児童の全入所を維持するとともに、適正な規模での
学童保育を推進してきました。
しかしながら、量の見込みは確保の内容を上回ってお
り、今後の学童保育所の運営・整備にあたっては、児
童の安全性、保育の質の確保等を踏まえ様々な視点か
ら確保量を拡充する手法を検討し、ニーズに対応して
いきます。
また、放課後子ども総合プランの推進による放課後子
ども教室との連携に努めていきます。

量の見込み（人）

確保の内容（人）

確保の内容（人）

3

2



「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

確保の方針
量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

担当課 事業の内容

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

711 712 749 761 770

730 0

ひとり親家庭や出産などによ
る利用希望が一定量あり、児
童虐待対応の側面も持つ事業
である。平成28年度延26人49
泊利用。受入年齢とともに受
入施設の体制についても検討
が必要。引き続きの課題。

730 0

ひとり親家庭などによる利用
希望が一定量あり、児童虐待
対応の側面も持つ事業であ
る。平成29年度延25人37泊利
用。受入年齢・受入施設につ
いては引き続きの課題。

730 730 730 730 730

1,045 1,037 1,250 1,243 1,235

1,270 225

27年度の実績数は1,279人で
あり、28年度は、9人減の
1,270人と、実績人数は減少
したが昨年度に続き、量の見
込み人数より多い結果となっ
た。(なお、出生数は平成27
年は1,087人、平成28年度
1,065人)

1,130 △ 120

平成28年度の実績数は1,270
人であり、平成29年度は140
人減の1,130人と、実績人数
は減少。
出生数は平成28年度1,065
人、平成29年度1,008人と減
少しており、量の見込みより
120人少ない結果となった。
　なお、各家庭の状況を鑑
み、必要に応じて複数回訪問
を実施。複数回訪問した場合
も各1件とし実績数に含め
る。

1,045 1,045 1,250 1,250 1,250

4
子育て短期支援事
業（ショートステ
イ）

子育て支
援課

未就学児童

保護者の疾病等の理由
により家庭において養
育を受けることが一時
的に困難となった児童
について、児童養護施
設等において、必要な
保護を行う事業

２歳から中学校就学前までの児童を対象に、定員2名で
事業を実施しています。現在の事業実施体制でも量の
見込みを受入れることは可能となっているため、事業
を継続して実施していきます。
子ども・子育て支援に関するニーズ調査において、０
歳、１歳児の利用ニーズが認められます。受入れ施設
の体制等も含めて、今後研究していきます。

確保の内容（人/年）

量の見込み（人/年）

量の見込み（人）

出生後提出される「赤ちゃん連絡票（出生通知）」に
基づき訪問を行っています。様々な事情により連絡票
が未提出となっている家庭に対しても、電話や直接訪
問、不在連絡票の投函等の対応を行い、訪問の勧奨を
行う等、全ての家庭へ訪問する体制を整えています。
現在の事業実施体制でも量の見込みを受入れることは
可能となっているため、事業を継続して実施していき
ます。

確保の内容

実施体制：市保健師及び委託で実施
実施機関：健康課（保健センター）
委託団体等：母子保健推進員（保健師、助
産師有資格者等）

健康課
(対象年齢)
０歳

生後４か月までの乳児
のいる全ての家庭を訪
問し、子育てに関する
情報提供、乳児及びそ
の保護者の心身の状況
及び養育環境の把握を
行うほか、養育につい
ての相談に応じ、助言
その他の援助を行う事
業

5
乳児家庭全戸訪問
事業（こんにちは
赤ちゃん事業）

3



「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

確保の方針
量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

担当課 事業の内容

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

23 23 23 23 23

5 △ 18

要保護・要支援家庭により利
用件数や必要量が変わる事業
である。養育困難な家庭は
様々な課題を抱えており、柔
軟な支援が求められている。

7 △ 16

要保護・要支援家庭により利
用件数や必要量が変わる事業
である。養育困難な家庭は
様々な課題を抱えており、柔
軟な支援が求められている

23 23 23 23 23

7,426 7,270 8,081 8,096 8,021

1,871 △ 145 1,860 △ 156 2,016 2,016 4,116 4,116 4,116

確保の内容（か所） 4 0 4 0 4 4 5 5 5

児童館の子育て
ひろば事業
（人/月）

1,871 △ 145

東・緑児童館では常設子育て
ひろば、本町・貫井南児童館
では週3日の子育てひろばを
実施した。

1,860 △ 156

東・緑児童館では常設子育て
ひろば、本町・貫井南児童館
では週3日の子育てひろばを
実施した。

2,016 2,016 2,016 2,016 2,016

児童館の子育て
ひろば事業
（か所）

4 0

児童館全館で子育てひろばを
開設。
また、学童保育所において開
設しているひろば事業では年
間9,064人(月平均755人)の利
用があった。 4 0

児童館全館で子育てひろばを
開設。
また、学童保育所において開
設しているひろば事業では年
間8,238人(月平均686人）の
利用があった。 4 4 4 4 4

子ども家庭支援
センターの親子
遊びひろば事業
（人/月）

1,954 △ 146

月平均1,954名の親子が来
所。様々なイベントや教室な
どを実施し親子の交流や子育
て情報等の発信をしている。

2,100 2,100 2,100

子ども家庭支援
センターの親子
遊びひろば事業
（か所）

1 0 1 1 1

地域子育て支援拠
点事業

7 未就学児童

乳幼児及びその保護者
が相互の交流を行う居
場所を開設し、子育て
についての相談、情報
提供を行う事業

児童青少
年課、子
育て支援
課

量の見込み（人/月）

現在、児童館４館で子育てひろばとして事業を実施し
ています。しかしながら、量の見込みは現在の提供体
制を上回っています。
平成27年度より学童保育所で市の独自事業としてひろ
ば事業を開始するほか、子ども家庭支援センターで実
施している常設の親子遊びひろばを平成29年度より本
事業に位置付け、ニーズに対応していきます。
また、市内の各認可保育園において実施されている子
育て中の親子の交流や育児相談等を目的としたひろば
事業の活用も検討していきます。
市内各所に地域の子育て支援の拠点となるひろばを開
設・整備することにより、保護者が子どもを連れて容
易に利用できるよう、利便性の向上も図っていきま
す。

実施体制：子ども家庭支援センター及び委
託で実施
実施機関：子育て支援課（子ども家庭支援
センター）
委託団体等：ヘルパー派遣事業所（6事業
所）

確保の内容（人/月）

乳児家庭全戸訪問事業、関係機関からの通告や個々の
ケースワークを通して把握される養育支援が特に必要
な家庭に対して、子ども家庭支援センターがその必要
性等を判断し派遣しています。現在、必要性が認めら
れた家庭に対しては全件派遣を実施しています。現在
の事業実施体制でも量の見込みを受入れることは可能
となっているため、事業を継続して実施していきま
す。
様々な問題を抱えた家庭に対する事業であるため、相
談支援、育児家事援助の質が保たれるよう、訪問支援
者に対する研修（年１回）の実施、育児家事援助を行
うヘルパー派遣事業所との定期的な連絡会（年２回）
の開催を継続して実施し、連携を図っていきます。

子育て支
援課

要支援児童、
特定妊婦、要
保護児童

養育支援が特に必要な
家庭に対して、その居
宅を訪問し、養育に関
する指導・助言等を行
うことにより、当該家
庭の適切な養育の実施
を確保する事業。正式
名称は「養育支援訪問
事業及び要保護児童対
策地域協議会その他の
者による要保護児童等
に対する支援に資する
事業」

確保の内容（人）

量の見込み（人）

6 養育支援訪問事業

4



「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

確保の方針
量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

担当課 事業の内容

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

51,541 52,794 52,561 54,136 55,998

幼稚園の在園児を
対象とした一時預
かり（1号認定見込
み）

7,038 7,209 7,177 7,392 7,646

幼稚園の在園児を
対象とした一時預
かり（２号認定見
込み）

44,503 45,585 45,384 46,744 48,352

15,525 0

一時預かり（平日実施4園）
14,300人／年
一時預かり（長期休業日実施
3園）1,225人／年

17,869 2,344

一時預かり（平日実施5園）
16,376人／年
一時預かり（長期休業日実施
3園）1,493人／年

15,525 15,525 15,525 15,525 15,525

26,991 27,033 28,453 28,891 29,240

31,965 △ 265 32,791 478 32,230 32,271 32,313 32,355 33,128

（在園児対象型
以外）保育園の
一時預かり

30,025 0

（実績ベース）
緊急一時　1,120人／年、非定型的
590人／年
私的理由　4,982人／年、定期利用
8,487人／年
保育室　　6,428人／年

30,025 0

（実績ベース）
緊急一時　1,217人／年
非定型的　　623人／年
私的理由　4,615人／年
定期利用　9,017人／年
保育室　　6,484人／年

30,025 30,025 30,025 30,025 30,025

子育て援助活動
支援事業（ファ
ミリー・サポー
ト・センター）

1,940 △ 306

会員数の増加、一定の活動量
もあり、ニーズの高い事業で
ある。利用者のニーズに合わ
せ、協力会員の確保と質の向
上が課題。

2,766 478

会員数の増加、一定の活動量
もあり、ニーズの高い事業で
ある。利用者のニーズに合わ
せ、協力会員の確保が課題。

2,205 2,246 2,288 2,330 2,373

子育て短期支援
事業（トワイラ
イトステイ）

0 0

受入施設を幅広く捉え、保護
者のニーズ等を見極め規模・
内容を含め実施に向け検討中 0 0

受入施設を幅広く捉え、保護
者のニーズ等を見極め規模・
内容を含め実施に向け検討中 0 0 0 0 730

3,146 3,151 3,316 3,367 3,408

1,560 36 1,516 △ 8 1,524 1,524 1,524 2,229 3,404

病児保育事業 1,560 36

病後児保育
　受託実績　182人／年
病児保育
　受託実績　321人／年

1,516 △ 8

病後児保育
　受託実績　153人／年
病児保育
　受託実績　355人／年

1,524 1,524 1,524 2,229 3,404

子育て援助活動
支援事業（ファ
ミリー・サポー
ト・センターな
ど）

0 0

現時点では未実施

0 0

現時点では未実施

0 0 0 0 0

現在、病後児保育室及び認可保育所における体調不良
児対応型を各１施設、保育所に入所している児童を対
象に実施しています。病後児保育室の過去の実績は利
用数が少ないものの（平成27年度107人日）、子ども・
子育て支援に関するニーズ調査では多くの利用希望が
把握されています。今後は定員の合計規模８人程度の
事業実施を検討します。また、「病児保育」「対象者
の拡大」「ファミリー・サポート・センター事業にお
ける病児・緊急対応強化事業」については、必要性に
ついて研究をしていきます。9

病児保育事業、子
育て援助活動支援
事業（病児・緊急
対応強化事業）

確保の内容（人日/年）

量の見込み合計（人日/
年）

確保の内容（人日/年）

家庭において保育を受
けることが一時的に困
難となった児童につい
て、保育所等において
児童を一時的に預かる
事業

量の見込み合計（人日/
年）

保育課
子育て支
援課

②保育園等における一時預かり（幼稚園における在園児対象型以外）

一時預かり事業8

①幼稚園における一時預かり（幼稚園における在園児対象型）

①幼稚園在園
児
②在園児以外
は未就学児童

未就学児童

児童が病気の回復期に
至らない場合で当面の
症状の急変が認められ
ない場合、又は、病気
の回復期で集団保育が
困難な場合で、保護者
の勤務等の都合により
家庭で保育を行うこと
が困難な場合、病院・
保育所等に付設された
専用スペース等で、一
時的に保育する事業

保育課
子育て支
援課

量の見込み（人日/年）

確保の内容（人日/年）

現在、認可保育所11園、保育室（定期利用保育事
業）、ファミリー・サポート・センターにおいて一時
預かりのニーズに対応しています。今後も引き続き現
状の提供体制を維持していきます。
一方では、一時保育を利用したいが混雑していて予約
が取れない、一時預かりの予約が取りづらいとの声が
寄せられています。様々な理由によるニーズに対応で
きるよう、私的、緊急一時預かりの充実等が今後の課
題であり、保育所の整備とともに一時預かり事業の実
施を検討する必要があります。
ファミリー・サポート・センター事業は多様なニーズ
への対応が必要であり、多くの協力会員を確保してい
く必要があります。今後も引き続き研修等を通して質
の高い協力会員の確保を進めるとともに、依頼会員に
対する協力会員登録の働きかけ等を通して、「相互援
助組織」としての更なる活性化を図っていきます。
トワイライトステイ事業は、事業を実施するに至って
いません。衛生・安全面に配慮しつつ受入施設を幅広
く捉え、保護者のニーズ等を見極め規模・内容を含め
実施に向け検討します。

市内幼稚園４園で預かり保育が実施されています。共
働き世帯の増加により２号認定（保育の必要性あり）
が見込まれる児童の幼稚園（幼児期の学校教育）希望
が一定程度見込まれ、一時預かり事業の量の見込みが
実績を上回っています。市内幼稚園の教育方針や運営
体制を尊重しながら、連携を取り確保していきます。
また、市外の幼稚園利用児童についても、各園での預
かり保育の実施状況に基づき利用ニーズに対応してい
きます。
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「のびゆくこどもプラン　小金井」（小金井市子ども・子育て支援事業計画）事業進捗状況評価表２ 別紙２

実績数
A

(実績数
－計画数)

A-C

進捗状況の説明 実績数
B

(実績数
－計画数)

B-D

進捗状況の説明
(確保の方針に照らし、進捗
状況等について記載のこと)

平成27年度 平成28年度
C

平成29年度
D

平成30年度 平成31年度

確保の方針
量の見込みと確保の
内容

平成29年度進捗状況

担当課 事業の内容

平成28年度進捗状況 計画数

番
号

事業名称 対象

2,794 2,821 2,950 3,045 3,142

【低学年】量の
見込み

1,850 1,912 2,017 2,092 2,147

【高学年】量の
見込み

944 909 933 953 995

1,360 △ 1,461

会員数の増加、一定の活動量
もあり、ニーズの高い事業で
ある。利用者のニーズに合わ
せ、協力会員の確保と質の向
上が課題。

1,320 △ 1,630

会員数の増加、一定の活動量
もあり、ニーズの高い事業で
ある。利用者のニーズに合わ
せ、協力会員の確保が課題。

2,794 2,821 2,950 3,045 3,142

1,110 1,101 1,167 1,161 1,153

1,063 △ 47

妊婦健診受診率について、27
年度は、96.2％であったが、
28年度は、1.7％減の94.5％
となった。現在の事業実施体
制でも量の見込みを受入れる
ことは可能となっているた
め、事業を継続して実施して
いく。

1,056 △ 111

妊婦健診受診率については、
28年度は94.5％であったが、
29年度は、1.8％増の96.3％
となった。現在の事業実施体
制でも量の見込みを受入れる
ことは可能となっているた
め、事業を継続して実施して
いく。

1,110 1,110 1,167 1,161 1,167

12

実費徴収に係る補
足給付を行う事業
（世帯の所得の状
況等を勘案して物
品購入に要する費
用等の全部又は一
部を助成する事
業）

保育課

保護者の世帯所得の状
況を勘案して市が定め
る基準に従って、特定
教育・保育施設等に対
して保護者が支払うべ
き日用品、文房具その
他の教育・保育に必要
な物品の購入に要する
費用又は行事への参加
に要する費用等を助成
する事業

実施

小金井市子ども・子育て支援
事業補足給付補助金交付要綱
を平成27年度に制定し継続し
て実施している。平成28年度
も対象世帯に対し、制度の周
知及び申請手続を案内し、実
施した。

平成28年度実績　1人/年

実施

小金井市子ども・子育て支援
事業補足給付補助金交付要綱
を平成27年度に制定し継続し
て実施している。平成29年度
も対象世帯に対し、制度の周
知及び申請手続を案内し、実
施したが、申請者はいなかっ
た。

平成29年度実績　0人/年

実施 実施 実施

国の検討状況、都や他自治体の動向を踏まえて、対象
者に対して助成します。

13

多様な主体が本制
度に参入すること
を促進するための
事業

保育課

特定教育・保育施設等
への民間事業者の参入
の促進に関する調査研
究その他多様な事業者
の能力を活用した特定
教育・保育施設等の設
置又は運営を促進する
ための事業

市内には私立の幼稚園、認可・認可外保育施設が数多
く存在し、各事業者の特色に基づいた教育・保育が提
供されています。教育・保育施設の充実は喫緊の課題
となっています。子ども・子育て支援新制度において
地域型保育事業が新たに創設される等、多様なニーズ
に基づいた施設の設置が可能となりました。現状に引
続き新規の施設設置に対するバックアップを行うとと
もに、国や都の状況を踏まえて実施を含めて内容を検
討します。

量の見込み（人）

現在、全ての妊婦を対象に妊婦健診を実施していま
す。現在の事業実施体制でも量の見込みを受入れるこ
とは可能となっているため、事業を継続して実施して
いきます。

確保の内容（人）

実施場所：都内契約医療機関（助産院、都
外医療機関で受診の場合は現金給付）
検査項目：計14回、現在の検査項目を引き
続き実施

確保の内容

11 妊婦健診事業 健康課

妊婦の健康の保持及び
増進を図るため、妊婦
に対する健康診査とし
て、①健康状態の把
握、②検査計測、③保
健指導を実施するとと
もに、妊娠期間中の適
時に必要に応じた医学
的検査を実施する事業

確保の内容（人日/年）

10

子育て援助活動支
援事業（ファミ
リー・サポート・
センター、就学後
含む。）

子育て支
援課

会員数、活動件数ともに増加傾向にあります。多様な
ニーズへの対応が必要であり、多くの協力会員を確保
していく必要があります。今後も引き続き研修等を通
して質の高い協力会員の確保を進めるとともに、依頼
会員への協力会員登録への働きかけ等を行います。ま
た、毎月開催している登録説明会も保護者の出席しや
すい体制を検討し、「相互援助組織」としての更なる
活性化を図っていきます。

就学児童

児童を有する子育て中
の保護者を会員とし
て、児童の預かり等の
援助を受けることを希
望する者と当該援助を
行うことを希望する者
との相互援助活動に関
する連絡、調整を行う
事業です。就学児対象
のファミリー・サポー
ト・センター事業

量の見込み（人日/年）
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